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入院中
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① 治療・リハビリに集中して、できる限りの回復を目指す。

② 療護センター・ＮＡＳＶＡ委託病床（遷延性意識障害）

③ 重度脊髄損傷者受入環境整備事業（モデル事業） が

始まった（３病院・各４床の計１２床）。

● 治療・リハビリ

① 治療費

健康保険・労災保険を適用して負担を減らす。

② 生活費

保険会社や労災保険から休業補償を支払ってもらう。

● 入院期間中の生活の維持



症状固定
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・ 加害者に対して賠償を求めるには、被害者に生じた「損害額」

を算定する必要がある。

・ 損害額を算定するためには、症状固定の診断を受けた上で、

自賠責保険に後遺障害等級を認定してもらう必要がある。

① 自賠責保険の請求が可能になる。

→ 後遺障害が認定されれば、自賠責保険金を受領できる。

② 保険会社は、治療費・休業損害などの支払を止める。

● 症状固定とは

● 症状固定の効果



症状固定の時期
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① 一般論

脊髄損傷・遷延性意識障害などの重症患者の場合

→ 事故から「1年ほど」が経過してからが一般的。

② 考慮要素

・ 主治医の見解（患者本人の回復状況）

・ 患者や家族の状況

● 症状固定とする時期の目安



症状固定の時期（考慮要素の解説）
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患者の回復状況を見て、主治医が、

「これ以上の回復は難しい」

と評価すれば、症状固定と判断されやすい。

① 保険会社の支払いが止まることの影響

② 退院後の環境整備などのための資金需要

自宅の改造費

介護器具の購入費

● 主治医の見解

● 患者や家族の状況



自賠責保険の請求に必要な書類
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【後遺障害診断書】 （作成：症状固定時の医療機関）

［全ての後遺障害］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【脊髄症状判定用】 （作成：症状固定時の医療機関）

［脊髄損傷］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【神経学的所見の推移について】 （作成：症状固定時の医療機関）

［脊髄損傷］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【神経系統の障害に関する医学的意見】 （作成：症状固定時の医療機関）

［遷延性意識障害・高次脳機能障害］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【日常生活状況報告】 （作成：家族など）

［遷延性意識障害・高次脳機能障害］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【頭部外傷後の意識障害についての所見】 （作成：初診の医療機関）

［遷延性意識障害・高次脳機能障害］



自賠責保険の請求に必要な書類
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【画像データ】 （作成：撮影した全ての医療機関）

［全ての後遺障害］

〈レントゲン〉 〈CT〉 〈MRI〉



自賠責保険の請求手続（事前認定）
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【任意保険会社が、資料の収集・認定手続を行う方法】

メリット

・ 保険会社が資料を収集してくれる。

デメリット
・ 十分な資料の収集がなされない。

・ 示談成立まで
自賠責保険金が支払われない。



自賠責保険の請求手続（被害者請求）
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・ 被害者が資料を収集する必要がある。

【被害者が資料を収集し、請求手続を行う方法】

メリット デメリット
・ 十分な資料を集めて提出できる。

・ 後遺障害が認定されれば
自賠責保険金を受けとれる。



退院後の生活場所
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① 自宅

② 病院（療養病床）

③ 介護施設

● 被害者の生活場所の選択肢

① 本人の状態

② 家族の介護能力

③ 利用可能な介護サービス

④ 得られる賠償金の額の違い

● 考慮要素



自宅の環境整備①

17

① 自己所有の住宅の改築

→ 改築費

② 新たな自宅の取得

・ 新築

→ 障害者仕様にするための増額分

・ 中古住宅の取得＋改築

→ 改築費

・ バリアフリー住宅の取得

→ 大きな費用はかからない

● 自宅の環境整備のパターン



自宅の環境整備②

18

① 既存の住宅の価値（評価額）が増加する

② 同居する家族の利便性が向上する

③ 障害者の生活・介護に適した環境になることで

介護負担が軽くなる

● 賠償額が減額される事情

● 反論する要素

① 改築の必要性

② 障害者仕様にしたことによって増額した費用の明確化

③ 家族の利便性が向上しているかの検証

④ 通常の住宅としては不便になっている点の強調



自宅の環境整備③
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① 障害の内容・程度に応じた器具の購入

介護ベッド・マットレス・車いす・リフトなど

② 継続的に使用する物品については「買換費」も賠償の

対象になる。

買換費を計上する場合、耐用年数のチェックが必要

● 介護器具の購入



自宅の環境整備④
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① 訪問診療

② 訪問看護

③ 訪問介護（居宅介護）

④ 生活介護（デイサービス）

● 介護サービス

● 公的な給付

① 障害者総合支援法

障害支援区分の認定

② 介護保険（原則６５歳以上・例外的に４０歳以上）

要介護認定



自宅の環境整備⑤
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① 一般的な障害の場合

必要最小限の費用で対応

② 交通事故による後遺障害

ある程度の費用をかけて対応できる

あとは、損害賠償請求により、できる限り回収する

【弁護士の役割が大きく、力量の差が出る部分】

● 費用のかけ方



賠償手続の選択
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自賠責保険金は、賠償金の一部の先払いであり、

残額を請求する必要がある。

● 加害者(任意保険会社)への請求

選択肢は、大きく分けて２通り。
① 示談
② 裁判

それぞれにメリットとデメリットあり



損害賠償請求の手続の選択
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① 保険会社が後遺障害等級を争う可能性が低い。

② 解決までの期間が短期間で済む。

● 示談のメリット

● 裁判のメリット

① 裁判所による中立的な判断を受けられる。

② 弁護士費用・遅延損害金が認められる。

個々の損害項目

過失割合



成年後見①
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① 被害者が成人になっている

未成年の場合、親権者が代理権を有するので不要。

② 被害者が「意思疎通できない」状態、

意思疎通できても「判断能力が大きく欠けている」状態

● 成年後見が必要となる場合

① 親族（親・配偶者など）が後見人になる

② 親族が後見人、専門職が後見監督人になる。

③ 専門職が後見人になる。

④ 専門職が財産管理、親族が身上監護を分掌する。

● 成年後見の形態



成年後見②
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専門職が後見人になった場合、報酬の支払が必要になる。

① 損害賠償請求の対象になる。

② 後見支援信託を利用すれば、親族に交代できる可能

性あり。

● 後見人の報酬

専門職が後見人になっても、財産の管理･処分が

難しくなる

① 後見人の候補者を明記して申立てる

② 候補者を明記しないと家裁が名簿から決める

● 後見人による財産管理



その他の制度
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① 労災保険

② 障害基礎年金・障害厚生年金

③ 自動車事故対策機構（ＮＡＳＶＡ）の介護料

④ 特別障害者手当

   （特別児童扶養手当・障害児福祉手当）

● 障害者が得られる給付

● 損益相殺に注意

① 労災保険の特別支給金

② 自動車事故対策機構（ＮＡＳＶＡ）の介護料

は損益相殺の対象にならない。



退院

事故から解決までにかかる期間の目安
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